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ゴム鋼併用型耐震緩衝装置の荷重一変位関係の

更新と動的荷重への適応性

Updating load-displacement relations of shock absorbers composed of rubber and steel pipes and its

 application to dynamic load
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ABSTRACT In this study, the authors conducted weight dropping impact tests of shock absorbers composed 

of rubber and steel pipes with various loading speed in order to investigate the rate dependency accurately. The 

experimental results showed that the dynamic effect on the load- displacement relationships of the absorbers are 

mainly caused by rate dependent characteristics of rubber material. By using the results, we proposed a method to 

evaluate dynamic load-displacement relationships by means of static load-displacement characteristics and 

confirmed the validity of the method through comparison with experimental results.
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1、は じめに

　兵庫県南部地震において,隣 接桁問 ・桁と橋台

問の衝突 によ り,大 きな衝撃荷重が作用 し,

桁 ・橋台,さ らには落橋防止構造までもが損壊

して,多 くの橋梁が落橋に至 った結果,人 的被

害や交通麻痺等の被害が甚大なものとなった.

そのため,桁 問,桁 と橋台問で生じる衝突を緩

和するシステムの開発が急務と考えられた田.

　この教訓を受けて道路橋示方書が改訂され,落

橋を防 ぐために桁かか り長,落 橋防止構造,変

位制限構造および段差防止構造 からなる落橋防

止システムが提案された[2].特に,落 橋防止構造

と変位制限構造においては,落 橋や損壊の原因

となった衝撃荷重の作用を緩和するための緩衝

材 を設けることが推奨 された.し かし,従 来使

用されてきた落橋 防止装置では落橋を完全に防

止することが困難であるため,落 橋防止装置の

高性能化 ・高機能化が必要 とされ,さ らに,緩

衝材は高架橋を構成す る主要部材のひとつであ

るという認識のもとで,多 数の研究 ・開発が行

われた.

　落橋防止構造や緩衝材に関する研究は,落 橋

防止構造および緩衝材の力学的挙動そのものに

着 目した研究 と,橋 梁を構成する一つの要素 と

して落橋防止構造を考え,大 地震時に落橋防止

構造が橋梁全体の損傷 を低減する効果に着目し

た研究に大別される[3].本研究は前者のグループ

に含まれる.緩 衝材の力学挙動に着 目している

研究では,そ れぞれ以下のような部材を緩衝材

として用いることが提唱されている.す なわち,

園田らのゴム緩衝ピン[4],潤田らの直方体ゴム[5],

西本 らの積層繊維ゴム[6],越峠らの円筒型ゴム[7],

村田 らの二段階ばね[8],野 々村 らのハニカム型
[9]圃や頭井 らの鋼製ベローズ[ll][12][13]等である.

これ らの研究では,衝 撃荷重の低減効果 と衝撃

エネルギー の吸収性を緩衝材に要求される性能

として挙げ,静 的載荷 ・動的載荷 ・衝撃載荷等

の実験 を実施 してその基本的な性能を把握 し,

緩衝材としての有効性を検討している.

　緩衝材の材質としては,剛 性が小さく可逆的

な大変形が可能であり,し か も,繰 り返 し衝突

への対処が必要な場合にでも適用できる材料と

して,ゴ ム材が用い られ る機会が多い[14].都築

らはゴム製の緩衝材より低価格でエネルギー 吸
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図-1緩 衝装置設置 イメージ図[16]
図-2試 験体の寸法及び形状

収性に優れ る型鋼 を緩衝材として用いることに

着 目して,そ の有効性を検討した[15].図-1に 型

鋼である鋼管を緩衝装置として橋梁に設置する

イメージを示す.皆 川 ら[16]は種々の型鋼の中で

エネルギー吸収性能が相対的に高い鋼管を緩衝

材として用いて,緩 衝装置を有する免震橋の動

的解析によってその有効性を立証 している.そ

の結果,鋼 管が緩衝材 として優れていることが

示されたものの,鋼 管が破壊 した後に,衝 撃荷

重の低減効果が消失するという欠点が指摘され

た.こ の欠点を克服するために,繰 り返し衝突

に対して安定 した緩衝性 ・エネルギー吸収性を

有するゴム材 を鋼管の外側に巻 く形式のものを

皆川ら瑚 は考案 した.な お,こ の研究では,鋼

管の内側にゴムを詰める形式についても比較検

討され,こ の場合には,内 部のゴムが鋼管の変

形を抑制するために,剛 性が高 くなりすぎると

いう欠点があ り,緩 衝材 としては望 ましくない

ことがわかった.

　ゴム管タイプの緩衝材としては,船 舶の衝突

緩衝用防舷材があげ られる.船 舶の衝突エネル

ギーは地震時のそれに比べて相対的には大きく

ないため,防 舷材の内部は空洞 とするのが一般

的である.し か し,皆 川が提案 した耐震緩衝材

の場合,吸 収すべきエネルギーが大きいことか

ら,ゴ ム管の内部に剛性の高い鋼管を挿入 して

エネルギー吸収能 を高めている.ま た,鋼 管の

内部の空洞が大きな変形を許す効果を生んでい

る.こ の工夫により,鋼 管の降伏前及び鋼管の

図-3ゴ ム鋼併用耐震緩衝材の変形過程

の概念図

圧壊後 に は,ゴ ム管 のみがエ ネルギー 吸収 材 と

して働 き,大 きい衝突 エネルギ ーに対 しては,

鋼管 を降伏 させ てエ ネルギー を吸収 させ る こと

が でき る.こ の ことか ら,中 小の地震 にお いて

はゴム管だ けで,大 地震 で は鋼管 も併用 して地

震エ ネルギー を吸収す る二段階 設計が可能 とな

る.

　皆川 らは,ま ず,基 礎特 性の把握 を目的と し

て,ゴ ム管及 び鋼管 の寸法 を変化 させて パラ メ

トリックに実験 を行 い,そ れ らの寸法 の変化 を

考慮 して荷 重一変位関係 を推定 するモデル を構 築

した[17][18].しか し,こ の モデルで は,鋼 管 の降

伏後 の挙動 に対 して,本 来 ゴム材 料 に対 して用

い られ る応 カ ー ひず み 関係 式 で あ るMooney-

Rivlin式[5]を 援用 していたため,推 定精度が低

下 していた ことか ら,皆 川 ら[19]は,2.で 述 べる

よ うに,鋼 管の側部の曲 げモー メン トに注 目
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図一4鋼 管の塑性変形モデル

して鋼管の曲げ変形特性を改善 した.さ らに,

落錘式衝撃実験の実施か ら,高 いエネルギー吸

収性能の保持 と静的載荷実験よ り構築した荷重一

変位関係モデルを動的な現象に適応できること

を示した.し かし,皆 川 ら[19]が行なった落錘式

衝撃実験では,入 力条件は緩衝材の終局限界ま

での静的エネルギー 吸収量か ら決定され,一 種

類の試験体 に対 し一つのエネルギーのみが入力

されたが,そ のため,荷 重速度の変化に対する

影響が精度良 く把握出来なかった.本 研究では,

上述の実験 を補 うため,同 一形状の試験体に対

し,複 数のエネルギーを入力す る落錘式衝撃実

験 を実施 した.そ して,荷 重速度の変化に対す

る影響を調べ,そ れを考慮 した動的荷重一変位関

係が推定できることを示す.

2.静 的荷重-変 位関係のモデル化[19]

　文献[19]で示された静的荷重一変位関係のモデ

ル化と推定結果の概要を示す.

2.1実 験概要

　本研究で想定しているゴム鋼併用型耐震緩衝装

置は,鋼 管の外側にゴム管を巻 いた形式の緩衝

装置であり,鋼 管の材質はSTKM13A,ゴ ムの材

質はクロロプレンゴム(硬 度60±5)と してい

る.図 一2に 寸法及び形状を示す.静 的圧縮試験

には万能試験機 を用い,変 位 と荷重の測定には

レーザー変位計,荷 重計を使用した.

2.2実 験結果

　図一3に ゴム鋼併用型耐震緩衝材の変形過程の

概念図を示す.

　同図に示すように,ゴ ム鋼併用型耐震緩衝装

置の変形は以下のように進行する.

PhaseI:鋼 管の降伏まではゴム管のみが変形し,

剛性は低い.

図一5鋼 管の変形形状のモデル

図一6静 的荷重。変位関係の推定例

(鋼管70×4)

図一7静 的荷 重一変位関係の推定例

(鋼管110×8)
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図一8　実験装置概略

PhaseⅡ:鋼 管が塑性変形すると共にゴム管の圧

縮変形も進行する.鋼 管降伏時の変位はゴム

厚にほぼ比例 し,降 伏荷重はゴム管が厚いほど上

昇する.

PhaseⅢ:ほ ぼ直方体形につぶれたゴム管の圧

縮変位が復元 し再変形する経路.

2.3荷 重一変位関係に影響する要因

　皆川 らは,ゴ ム鋼併用型耐震緩衝装置の荷重

-変位関係に影響を与える要因として,以 下の基表

本的特性を挙げて,こ れ らを用いて荷重 一変

位関係を精度よくモデル化できることを示 した.

(a)ゴ ム管の圧縮変形特性

　ゴム管の中に鋼柱を挿入 した試験体の静的圧

縮 試験 か ら得 られ,応 カーひ ず み 関係 は

Mooney・Rivlin[51の式よりモデル化 した.

(b)ゴ ム管の曲げ変形特性

　ゴム管単体の静的圧縮試験から得 られ,ゴ ム

管内部がほぼ接触するまで若干の曲げ抵抗を示

した後,ゴ ムは直方体に近い形とな り,こ れの

圧縮変形に移行する.

(c)鋼 管の曲げ変形特性

　図一4に 鋼管の塑性変形,図 一5に 鋼管の変形

形状遷移のモデルを示す.(a)図 は,実 際の変

形のイメージであり,徐 々に偏平な形状になる.

この際,左 右側部に注 目すれば,(b)図 に示す

ように,あ たかも鋼管の径が次第に小さくなる

とみなす ことができる.こ のことと,載 荷盤と

接する面に荷重が分布することを考慮して,曲

げモーメントを荷重Pと 変位△の関数として

扱 うことができ,径 厚比を考慮した鋼管の曲げ

変形特性をモデル化 した.

図一9試 験体設置状況

表一1各 試験体の降伏点までの

エネルギー吸収量

表一2落 錘式衝撃実験の入力条件

図一10伝 達荷重一時間

および試験体変位一時間関係

(鋼管80×7ゴ ム25入 力9)
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(d)ゴ ムから鋼管への力の伝達特性

　ゴムか ら鋼管へ伝達される力は,リ ングの公

式[20]より鋼管へ伝達 される荷重が集中荷重から

分布荷重と変わることによ り見かけ上鋼管の降

伏荷重が増加することを用いて評価 した.ゴ ム

厚が増すほど,荷 重分布範囲が広がることから

鋼管の降伏荷重も増加する.

2.4モ デル化の精度

　2.3の 各特性を併せることで,ゴ ム鋼併用型耐

震緩衝材の荷重一変位関係を推定することができ

る.推 定結果の一部を図一6,7に 示す.同 図では,

鋼管の曲げ変形特性 をMooney・Rivlin式を援用し

て作成 した荷重変 位関係モデル(M-Rモ デル)
[17][18]と2.3に 示 した方法[19]で得 られる荷重一変位

関係(新 モデル),及 び実験 により得 られた荷

重変 位関係を比較 している.鋼 管が降伏するま

ではいずれのモデルでも取扱は同一であり,違

いはない.し か し,鋼 管が初期降伏して以降に

っいては,図 一4,5で 説明した鋼管の塑性変形遷

移のモデル化 を反映して精度が向上してお り,

特に図一7のように鋼管の剛性が比較的高い場合

には,鋼 管降伏直後の剛性が,実 験結果とよく
一致 している.

3．入カエネルギーを変化 させた落錘式衝撃実

験の結果 と考察

3.1実 験方法

　所定の高さか ら重錘を自由落下させて,試 験体

に動的な圧縮力を作用させた.ま た,試 験体が

円管形状であり,設 置する際に不安定であるこ

とと,実 際に落橋防止システム用緩衝材として

設置された状況下において,上 部構造の衝突面

が平面であることを考慮 して,剛 体 とみなせる

平板を介 して先端が球面状の重錘を衝突させて

いる.

　本実験での計測項目は,試 験体上面に設置され

た平板の変位 と試験体背面に発生した伝達荷重

であり,各 々レーザ 一.変位計及びロー ドセルで

測定した.計 測装置の取 り付けは,図 一8に示 し

たとお りであ り,レー ザー変位計は,㈱ キーエ

ンス社製のLB-300を 用 い,測 定範囲は,20～

40cm,分 解能50μm,応 答性915Hzの 性能を有す

るものである.ロ ー ドセルは,日 本特殊測器㈱

製のLCX-50kNを 用い,定 格容量SOOkNで ある.

計測サ ンプリング時間間隔は0.1msで ある.

図一質 鋼 管80×7、 伝達荷重一時 間関係

図一13動 的荷重載荷後の試験体
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3.2試 験 体

　前述 の 静的実験 で用 いた試験 体 の うち平均 的

な 強度を持つ鋼管80x7(鋼 管外径80㎜,鋼 管

厚7㎜)を 用 い,ゴ ム管厚 を15㎜,25㎜,

35mmと 変化 させた.ま た,試 験体 の奥行き を

100㎜ と した.試 験体 の設置状況 を,図 一9に 示

す.皆 川 ら[19)は,数 種 類の 径,板 厚 を有す る同

様 の実験 を実施 し,動 的荷 重一変位 関係 を推定 で

き るこ とを示 して いる.本 研 究 は,更 に,荷 重

速度の影 響 をよ り正確 に把握 す る ことを目的 と

して いるが,文 献[19]に よれ ば荷重 速度の影響

は ゴ ム材 で 顕 著 で あ る ことが 分 か って お り,

種 々の制約か ら鋼管 の寸法 は一種類 に限定 した.

3.3入 力条件

　本 実験 にお ける入 力条 件 は,緩 衝材 の降伏後

の弾塑性応答か ら終 局限界 まで の2段 階 とした.

表-1に 示す静的圧縮載荷実験 の結果よ り,得 ら

れ た緩衝 材の鋼 管 の初 期降伏 まで の静的エネル

ギー 吸収量が最 も低 い鋼管80×7ゴ ム15の エネ

ルギー 吸収量 は0.35kN-mで ある.本 研究では,

鋼 管 の塑性化 によ るエネル ギー 吸収 に着 目して

い るこ とか ら,試 験体 に用 い るすべ ての鋼 管が

降伏 す るよ う,入 力エ ネル ギーの最 小値 を1.O

kN-mと した.以 降2.OkN-m間 隔 でそれ ぞ れ

3.OkN-m,5.OkN-m,7.OkN-m,9.OkN-m,11.O

kN.mの エネル ギー量 につ いて,表 一2に 示す入力

条件で実 施 した.載 荷 条件 は,一 つ の試験体 に

対 し,一 つのエ ネル ギー を入 力す る単 一載荷 と

す る.ま た,重 錘 重量 は,試 験 機の容 量(ウ イ

ンチ容量5OOkgf)か ら403kgf(=3.95kN)と 設定

し,西 本 ・梶 田 らの研究[21]より重錘 重量 の変化

に対す る最大伝 達荷重 の違 いが現れて いない こ

とか ら,単 一重量で行な うことと した.

3.4実 験結果

　図一10に,試 験 体の初期衝突時 にお ける伝達荷

重一時間関係および,試 験体変位一時間関係の一

例 を示す.同 図 は,縦 第1軸 に伝達荷重 を,縦 第

2軸 に試験 体の上部 に設置 した平板 の位置,横 軸

に伝達時 間 をとって いる.重 錘 が平板 を介 して

試験 体 に衝突す るの と同時 に試験 体 の圧縮変 形

が 始 ま り,最 大 伝達荷 重値 とほぼ 同時 に試験体

の圧縮変位 が最 大 とな る.そ して,ふ たた び伝

達荷 重値 が0と な るの と同時 に試験体の復元 が終

了 し(こ の試験体 例 で は,0.06sec近 辺の荷 重値

が0に なる点に対応),平 板 と重錘のみの移 動が

進行す る.

表一3各 試験体におけるエネルギー吸収率

図一14各 試験体のエネルギー吸収率
一入力エネルギー関係

表一4各 試験体における力積と重錘の運動量変化
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　図一11に,入 力 エ ネル ギー5kN-m,7kN-m,

9kN.mに お ける伝達荷重一時間関係 を示す.

　入力エ ネルギー5kN-mの 場合 では,各 試験体共

に鋼管 は圧壊 してお らず,ゴ ム厚が厚 いほ ど伝

達荷重が大 きい.ま た,ゴ ム厚35㎜ の試験体に

関 して は,立 ち上が りが緩や かで,荷 重の作用

時間が長 い ことが分か る.

　次 に,入 力エネルギー7kN-mの 場合 では,ゴ

ム厚15mmの 試験体の鋼管が圧壊 したため,他 の

試験体 と比べて伝達荷重が増加 して いる.

　さ らに,入 力エネルギ ー9kN-mの 場合では,い

ず れの試験 体 も鋼 管が圧 壊 に至 ってお り,全 体

的に伝達 荷重が 増加 し,荷 重の作 用時間は短 く

な った.

　図一12に,ゴ ム厚25㎜ の試験体の伝達荷

重-変位 関係 を示す.入 力エ ネルギー の変化 に対 し,

降伏荷 重は ほぼ一定で ある ことが分 かる.一 方,

降伏変 位 は入 力エ ネル ギーが大 き くな るほど,

低下す る傾 向が見 られ る.

　図一13に,落 錘 式衝撃 実験終 了後 の試験体 の

形状 を示す.入 力エネルギ 一7,9,11kN-mに

関 して は,ほ ぼす べての試験体 で鋼管が圧壊 し

た.

3.5エ ネル ギーの吸収効果

　図一10に示 したような,各 試験体 の初期衝突部

にお け る伝 達荷 重一時 間 関係 お よび,試 験体 変

位一時 間関係 か ら衝 撃エネルギーの吸収効果 を評

価 す る.重 錘 質量m,衝 突 直前の重錘速度V1,

試 験体復元 直後 の重錘速度(復 元直後,0.025秒

間の速 度 を用 いて いる)V2,図 一10に示すV1,

V2評 価 時 の高さの差hを 用いて,試 験体への衝

突現象 中の運 動エ ネル ギーの変化 率を求め,こ

れ をエ ネル ギー 吸収 率 とした.表 一3に,各 試験

体 にお けるエ ネルギー 吸収率を示す.

　図一14に,各 試験体 の入 力工ネルギー に対す る

エ ネルギー 吸収 率の変化 を示す.い ずれの試験

体 も90%以 上の エネルギー 吸収率 を示 して いる.

また,入 力エネルギー が大き くな るほ どエ ネル

ギー吸収率 は増加 す る傾向があ り,各 試験体 に

お いて鋼管 の圧 壊が確認 され る最 も小さい入 力

エ ネルギー7kN-m(ゴ ム厚1Smm)と9kN-m(ゴ

ム厚25mm,35mm)が 作用 した時 に,最 も高 い

エ ネルギー 吸収 率 とな ってい る.

　また,図 一10に 示 した各試験体 の初 期衝突部

にお け る伝達荷 重一時 間および,試 験体変 位一時

間 関係 か ら求 めた 力積 と衝突前後 の重錘 速度か

ら求めた運動量 の変化 を比較 した.表 一4に 各試

験体 にお ける力積 と重錘の運動量変化 を示す.

図一15動 的及び静的荷重一変位関係の比較

図一16降 伏後荷重一変位 関係 の例

(鋼管80×7,ゴ ム厚25mm)
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図一17各 試験体の降伏荷重比一入力エネルギー関係 図一18各 試験体の降伏変位比一入力エネルギー関係

伝 達荷重一時 間関係 か ら求 めた力積の方が15%

か ら25%程 度大き いもの もあるが,全 体的には,

ニ ュー トンの第2法 則 と等価 である力積一運動量

定理が ほぼ成立 して いる ことを確認 した.

4.　 動 的荷 重一変位 関係 の 推定

　 前述 のよ うに,ゴ ム鋼併用 型耐震緩衝材 の変

形 は,PhaseI,PhaseⅡ,PhaseⅢ のよ うに進行

す る[17].こ こで,図 一15に示 す,静 的お よび動

的実験のPhaseI,PhaseⅡ を比較する.皆 川 ら
[19]の研 究 によれ ば

,PhaseⅡ にお け る降伏後 の

鋼管 の大変形が緩衝 材の変形の主 となる部 分で

は,載 荷速度の影 響が 小さ く,荷 重一変位関係が
一致す る ことが分 か って いる.本 実験 にお いて

もその ことが成 り立 つか どうか確認す るため に,

静的及 び動的実験デ ータにお ける鋼管 の降伏荷

重 を原点に揃 えたものの一 例 を図一16に示す.同

図よ り,ほ ぼ全て の試験体 で,降 伏後 の鋼管 の

大変形が緩 衝材の変 形の主 とな る部分で は,載

荷 速度 の変化 によ る影響が小さ く,荷 重一変位 関

係 が同 じ傾 向 を示す ことが確認できた.さ らに

PhaseIに お いて も鋼管の載荷速度 による剛性の

変 化 が 少 な い と考 え られ て い る.よ っ て,

PhaseIに お ける荷 重一変位 関係 の相違 には ゴム

の載荷速度 によ る剛性 の変化 のみが影響 して い

る と推測 され て いる.そ こで,動 的 と静的実験

の降伏荷重 の比(降 伏荷重 比:ξ)と 降伏変位

の比(降 伏変位 比:ζ)を 縦軸 に,入 力エネル

ギー:Eを 横 軸 にプロ ッ トした もの を図一17,18

に示す.た だ し,各 試験体 の挙 動には,鋼 材上

降 伏点の荷重速 度 による上 昇による と思われ る

不安 定な領域が あ る ことか ら,こ こでは,鋼 材

の下降伏点 に担 当す ると思われ る荷 重値 に着 目

した.

　 図一17,18よ り,ξ は入 力エネルギー の増減に

かかわ らず,同 じゴム厚毎にほぼ一定 とな る.
図一19動 的荷重一変位関係の推定結果
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図一19動 的荷重一変位関係の推定結果(つ づき)

19



Steel Construction Engineering 

Vol.14 No.53 (March 2007)

さらに,ゴ ム厚が厚いほど,降 伏荷重が大きい

ことも分かる.こ の ことはゴム鋼併用型耐震緩

衝装置の荷重一変位関係に影響する要因の一つで

ある,ゴ ムか ら鋼管への力の伝達特性の中に既

に含まれてお り,動 的荷重一変位関係に適応させ

る際にはあ らためて考慮しないこととしたが,

ゴムの厚さ方向の圧縮変形の影響の最 も少ない

試験体として,ゴ ム厚が最 も薄いゴム厚15㎜ の

ξを用いた.一 方,ζ は文献[19]の 結果と同様

に,入 力エネルギーが大き くなるにつれ低下す

る傾向を示す.

　ここで,同 図より,ゴ ム厚15㎜ の降伏荷重比

の平均値 として ξを,さ らに,降 伏変位比 ζに

ついては,入 力エネルギーとの間に相関性が見

られ ることか ら,最 小二乗法により,そ れぞれ

以下の(1),(2)式 を算出した.

ζ =1 .33(1)

ζ=-0.Ol5E+0.72(2)

　算出された ξおよび ζで静的載荷実験よ り構

築 した荷重 変位関係モデルの鋼管降伏荷重まで

のPhaseIを 補正することにより,動 的な荷重に

対応 した荷重一変位関係を導き出した.図 一19に

は,落 錘実験において測定された荷重一変位関係

とモデルによる推定結果(新 モデル),お よび,

皆川ら[19]が落錘式衝撃実験より導き出 した動的

荷重一変位関係(旧 モデル)を 比較 して示した.

これ らの図よ り,今 回新たに提案 したモデル

(新モデル)は,動 的実験か ら得 られた結果に

対 し,PhaseI,PhaseⅡ を通 して,降 伏後の荷

重が変位に対して著 しく増加する付近まで,入

力エネルギーの変化に対応 して,精 度良く推定

し得ることが明らかとなった.ゴ ム鋼併用型の

緩衝 材の場合,載 荷初期にはゴムのみが変形す

るため,入 力エネルギーは載荷初期における変

位速度に対応付けることができる.新 モデルで

は,鋼 管の変形が進行中の変位速度の変化は考

慮されていないが,第 一近似 としては変位速度

を考慮 したモデルを構築できたと考える.
　一方

,皆 川 らの推定モデル(旧 モデル)に 関

しては,9kN-m,11kN-mと いった比較的大きい入

力エネルギー を作用させた時は,新 たに推定 し

たモデルと同様に,実 験値を精度良 く推定する

ことが出来たが,そ れ以外の入力エネルギー作

用時には,PhaseI,PhaseⅡ の全般 を通 して,

大きな誤差が生じた.こ れは,皆 川 らが対象と

した入力条件が,緩 衝材の終局限界までの静的

エネルギー吸収量のみであったことによる.

5.結 論

　本研究では,ゴ ム鋼併用型耐震緩衝材 に,異

なる入力エネルギーを加える落錘式衝撃実験 を

実施 した.得 られた主な結論を以下に示す.

・　本緩衝材の動的荷重一変位関係 において,入

力エネルギーの変化に対 し,降 伏荷重はほ

ぼ一定であるが,降 伏変位は入力エネルギ
.__.が大きくなるほど,低 下する傾向がある.

・　入力エネルギーが大きくな るほどエネルギ

ー吸収率は増加す る傾向があ り,鋼 管の圧

壊が確認され る最 も小さい入 力エネルギー

が作用した時に最 もエネルギー 吸収率が高

いことが分かった.

・　降伏後の鋼管の大変形が緩衝材の変形の主

となる部分では,載 荷速度の変化による影

響が小さく,荷 重一変位関係が同じ傾向を示

すことが確認できた.

・　載荷速度の変化が,荷 重一変位関係に及ぼす

影響を把握 して,静 的載荷実験よ り構築 し

た荷重一変位関係モデルを動的な現象に適応

させることが可能となった.

　本研究で提案されている,ゴ ム管 と鋼管を併

用 した 緩衝装 置の荷 重一 変位特 性 は,文 献

[17],[18],[19]お よび本論文で示 してきたよ う

に,そ れぞれの基本的な力学特性および,そ れ

らの間の荷重伝達特性 を用いて,使 用する管の

管厚,管 径などの基本的な諸元によ り定量的に

評価することができる.具 体的には,ゴ ム管の

圧縮変形特性,曲 げ変形特性,鋼 管の曲げ変形

特性はすべて諸元か ら求めることができる.ま

た,ゴ ム管から鋼管への荷重伝達特性も部材寸

法から決定できるよ うにモデル化 されている.

動的効果を加味した上で,こ れ らの基本特性 を

並列 ・直列ばね として組み合わせることで容易

に緩衝装置としての動的力学特性を評価できる.

実際の橋梁へ適用する際には,所 要の衝撃力

低減性能およびエネルギー吸収性能 を満たすよ

うに,上 記の諸元および部材長,管 の所要個数

を決定することになる.本 装置では外側 にゴム

が配置されているため,免 震橋梁で問題となる

遊問を減 らす ことにも効果があると考えている.

実橋梁に適用する効果については,文 献[16]に

おける数値解析により事前に確認 しているが,

その後の知見 を加味して再度,本 装置の有効性

20



鋼構造論文集

第14巻 第53号(2007年3月)

を確 認す る とと もに,設 計方法 を具体 的に定め

る ことが 今後 の課題で ある.
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